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Marijn Veltrop " Identification of Customers of E-Service under EU V A T" International匹4TMonitor 




























34) 1998年のオタワ会合(Ottawa Conference on electric commerce)において OttawaTaxation Framework 
Conditionsが採択されている。


























tomer is located)課税法域が、国際的に取引されるサーピスと無形資産に対する課税権 (tax-
ing rights)を有する。
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事業者聞の供給 (businesses-to-businesses suppl ies)ー主要ルール
3.2 ガイドライン3.1の適用において、事業者聞の供給については、顧客が所在する (customeris 
located)課税法域が国際的に取引されるサーピスと無形資産に対する課税権 (taxingrights)を
有する。
3.3 ガイドライン3.2の適用において、顧客の特定 Gdentificationof customer)は、原則として、
64)テクノロジーの側面から電子商取引の問題を取り上げた最近の著作としては次のものがあり、所得課税およ
ぴ消費謀説の双方の論点について論じられている。
Anne Michele Bardopoulos“eCommerce and the Effects ofTechnology on Taxation -Could V A T bethe 























事務負担および執行の効率性 (e盟ciencyof compliance and administration) 
確実性および簡素さ (certaintyand simplicity) 
有効性 (effectiveness)
公正さ (fairness)
b.同一の基準で考察した場合に、顧客の所在地以外のプロキシーのほうが大幅に良好な結果を導
くこと。
同様に、サービスまたは無形資産が国際的に事業者消費者間で行われる供給に対する課税権は、
上記aおよびbの双方の条件が充足される場合には、ガイドライン3.5で定める実行の場所および
ガイドライン3.6で規定した顧客の常用の居所以外のプロキシーに従って配分することができる。
3.8 不動産に直接関連したサーピスおよび無形資産の国際的な事業者間の供給については、課税
権は当該不動産が所在する課税法域に配分することができる。」
-49 -I電子的供給サーピスに対する消費課税について」
